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都市にも営業拠点があり、全部で約 120 名弱が営業活動を行っている。 
 
3.3 定性調査（1）インタビュー調査の概要 
 次に A 社において行った定性調査の概要を述べる。定性調査の 1 つ目はインタビュー調
査である。 
インタビュー調査は、A 社で現在法人営業の実務に従事する担当者を、営業の経験年数
別に 3 階層（①経験年数 1 年以上 5 年未満、②経験年数 5 年以上 10 年未満、③経験年数
10 年以上）に分けて抽出し、合計 28 名に対して実施した10。調査対象者数と回答率は表 1




10 インタビュー調査は 2008 年 6 月から 11 月の間に実施した。インタビューは調査者が用意した質問
（表 2 参照）に答えてもらうものの、質問の順序にこだわらず、話の流れを重視する半構造化された形式
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のとおりである。 
 
表 1 調査対象者数と回答率 
①経験年数 
1 年～5 年未満 
②経験年数 
5 年～10 年未満 
③経験年数 
10 年以上 合計 
9 名／24 名 
37.5％ 
10 名（2 名）／34 名 
29.4％ 
9 名（1 名）／46 名 
19.5％ 






 質問項目は、先行研究のレビューを踏まえ、表 2 のように設定した。 
 




































                                                                                                                                                     
質問項目について自由記述式のアンケート調査を行い、必要に応じてフォローアップインタビューを行う





11 総合計 115 名は管理者も含んだ人数である。 
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3.4 定性調査（2）参与観察の概要 

























得られた全 28 名分のインタビューデータ13と A 社営業担当者のエッセイのデータを、木
下（2003）の修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチの分析ワークシート14で分析
し、経験の概念生成を行った15。 
                                                   
12 エッセイのうち活用した素材は、A 社の社内報の 2005 年 6 月号～2006 年 3 月号、2006 年 7 月号～
2008 年 12 月号の計 40 号であり、分析対象として取り上げた営業担当者は合計 33 名（うち、経験年数
10 年以上 27 名）である。 
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 分析の結果生成された A 社の営業担当者の成長に役立つ経験は 15 個あった。生成され
た 15 の経験とその定義、具体的なデータは表 3 の通りである。 
 



























こうした課題を踏まえ、次に、表 3 で挙げた 15 の経験が、どのような時期になされた
ものかについて分析を行った。具体的には、図 1 のとおり、A 社営業担当者のキャリアの
段階を、便宜上、「初期：経験年数 1 年以上 5 年未満」、「中期：経験年数 5 年以上 10
年未満」、「後期：経験年数 10 年以上」に分け、各段階でこれらの経験がどの程度出現
                                                                                                                                                     
を行い、最終的に 15 の概念が生成された。一連の分析は筆者一人で行った。 
 なお、この分析は木下（2003）の正式なアプローチと一部異なる点がある。それは、①理論的飽和化
を分析ワークシート上での判断にとどめている点、②どのような経験が営業担当者の成長に影響している
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しているのか整理した17。 
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えられる（図 2）。 
 



























4.2 顧客接点人材の学習・成長を促す OJT 






以下、全 28 名分のインタビューデータ18から、A 社の OJT の実態を述べ、この点を検
討する。 
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事実情報として、A 社では、1 名のトレーニーに対し、公式の OJT リーダーが 1 名アサ

















せをどうしたらいいのかの姿を見せてくれた。（経験年数 1 年以上 5 年未満） 
 
［11 男性］公式の OJT リーダーのほかに、段階に応じてタイプの異なる先輩諸氏から













る C 氏とは企画書を一緒に作ったりした。また、同じ課のベテラン社員の D 氏がコー
ディネートしている勉強会では、D 氏の案件の内容、案件をとるまでのプロセス、某
大手クライアントの取引拡大のプロセスなどを学んだほか、お客さんに向かいあうス
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験年数 10 年以上） 
 
このように、A 社では、公式の OJT リーダーによる OJT 以外に、新人を取り巻く様々







が重要になる。その際、特定人物のみからの OJT を受けるよりも、様々な他者から OJT
を受ける方が、数多くの提案のバリエーションに触れることができるため、A 社において
は、「1 対 N 型の OJT」が学びや業務の習熟につながると認識されていると考えられるの
                                                   































目して、表 4 のように 3 つの類型に分類している。 
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表 4 実践共同体の分類 






















































知ることができる点で役立っている。（経験年数 5 年以上 10 年未満） 
 
［16 男性］A さん（筆者注：勉強会23を主催しているベテラン営業担当者）、B 先生（筆
                                                   
22 このほか、アメリカの総合ケミカルカンパニーであるバックマンラボラトリーズの問題解決活動や、


































ることもできる。（経験年数 10 年以上） 
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得る学習効果には違いが見られる。 
 






















































5.2 「1 対 N 型の OJT」をデザインする上での課題についての提言 
4.2 での分析から、A 社においては、実態として、異なるタイプの他者が新人育成に非




このように、A 社において「1 対 N 型の OJT」は必ずしも、意図的に行われているもの












「1 対 N 型の OJT」である。A 社において新人は様々な他者からアドバイスを受け、多く
の提案パターンや提案の文脈、意味に触れ、学習を促進させている。 
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しかし、現状、A 社では OJT リーダーのアサインは各ラインマネジャーに一任されてお











提言②「Know Who 情報」の一元管理・更新 





現状、A 社では、こうした「Know Who 情報」を組織的に一元管理、更新する支援体制
は整備されておらず、最新の「Know Who 情報」を必要に応じて OJT リーダーに提供し
ていく支援体制を整備することが求められる。 
 
提言③トレーニーの OJT 状況の可視化 
複数の人間がトレーニーを育成するためには、「このトレーニーは今どの段階までの経
験を積んだのか」など、トレーニーの OJT の状況を可視化した「OJT マップ」を作成し、
公式の OJT リーダーをはじめ、関係者と状況を共有することが必要である。現状、A 社で
は、こうした「OJT マップ」は一部のセクションで運用されているものの、組織的な一元
運用には至っていない。 
ここでいう「トレーニーの段階」には 2 つの意味が含まれる。1 つは「育成の段階性」、
もう 1 つは「職務の段階性」である。 
「育成の段階性」とは、トレーニーの学習過程における他者とのかかわりあいのレベル





































［04 男性］B 氏の OJT はステップアップ型の OJT ではなかった。B 氏のところででて
きた案件をやっていこうという感じだった。あるクライアントは引継ぎ段階では（筆
者注：既に行っている研修の）運用の話になっており、メインの提案は経験できなか
った。この頃は“わからないことがわからない”状態だった。（経験年数 1 年以上 5
年未満） 
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